
大阪市子育てのための施設等利用給付認定に関する事務取扱要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第

30条の５第２項に規定する子育てのための施設等利用給付認定（以下「給付認定」という。）

を行うにあたり、同法、子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号）、子ども・子

育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号。以下「施行規則」という。）、大阪市子ども・

子育て支援法施行条例（平成26年条例第98号）及び大阪市子ども・子育て支援法施行細則（平

成27年大阪市規則第15号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（認定申請） 

第２条 法第30条の５第１項の規定による給付認定の申請（以下「認定申請」という。）に係

る小学校就学前子ども（法第６条第１項に規定する小学校就学前子どもをいう。以下同じ。）

が法第30条の11第１項に規定する特定子ども・子育て支援施設等（以下「特定子ども・子

育て支援施設等」という。）のうち法第７条第10項第１号から第３号までに掲げるもの（以

下「幼稚園等」という。）のいずれかを利用しようとする場合の認定申請は、次の各号に定

める申請書により、当該認定申請に係る小学校就学前子ども（以下「認定申請子ども」と

いう。）が利用しようとする幼稚園等を経由して、市長に対して行う。 

（１） 認定申請子どもが法第30条の４第１号に該当するものとして認定申請を行う場合 

子育てのための施設等利用給付認定（新１号）申請書兼認定区分変更申請書（様式第１

号） 

（２） 認定申請子どもが法第30条の４第２号又は第３号に該当するものとして認定申請

を行う場合 子育てのための施設等利用給付認定（新２・３号）申請書兼認定区分変更

申請書（様式第２号） 

２ 認定申請子どもが幼稚園等以外の特定子ども・子育て支援施設等を利用しようとする場

合の認定申請は、子育てのための施設等利用給付認定（保育認定）申請書・現況届（様式第

３号）により、市長に対して行う。 

 

（認定申請の時期） 

第３条 前条第１項の認定申請は、給付認定を希望する期間の開始する日の属する月の前月

５日までに行わなければならない。ただし、幼稚園等経由での提出に伴う事情その他やむ

を得ない事項があると市長が認める場合については、この限りではない。 

２ 前条第２項の認定申請は、給付認定を希望する期間の開始する日まで（認定申請を行う

保護者（以下「認定申請保護者」という。）が他市区町村から転入をしたときは、当該転入

をした日から14日以内）に行わなければならない。ただし、やむを得ない事情があると市

長が認める場合については、この限りではない。 

 

（認定申請に係る審査） 



第４条 市長は、認定申請があったときは、当該認定申請に係る審査を行う。 

２ 市長は、前項の審査に必要な書類について、認定申請保護者に提出を求め、また、必要

があると認めるときは、実地調査その他の調査を行うことができる。 

３ 市長は、認定申請を受けた日から30日以内に、当該認定申請に対する処分をするものと

する。ただし、市長は、認定申請が集中する時期における認定申請であることその他の特

別な理由がある場合は、認定申請保護者にその旨及び当該処分になお要する期間を示すこ

とにより、当該処分に要する期間を延長することができる。 

 

（給付認定） 

第５条 市長は、前項第１項の審査の結果、給付認定を行う場合は、次の区分により認定す

るものとする。 

（１） ３歳児以上・教育認定 給付認定に係る小学校就学前子ども（以下「認定子ど

も」という。）が法第30条の４第１号に該当するとき 

（２） ３歳児以上・保育認定 認定子どもが法第30条の４第２号に該当するとき 

（３） ２歳児以下（非課税世帯）・保育認定 認定子どもが法第30条の４第３号に該当

するとき 

２ 市長は、給付認定を行う場合は、認定申請保護者に対し、子育てのための施設等利用給

付認定通知書（様式第４号）によりその旨を通知する。 

 

（却下） 

第６条 市長は、第４条第１項の審査の結果、次の各号のいずれかに該当するときは、これ

を却下するものとする。 

（１） 認定申請子どもが法第30条の４各号のいずれにも該当しない場合 

（２） 認定申請保護者が市内に居住地を有さないとき（ただし、法第30条の５第２項た

だし書に該当するときであって、認定申請保護者の現在地が大阪市内であるときを除

く。） 

（３） 認定申請に係る申請書又はその添付書類の内容に虚偽があると認められる場合 

（４） 認定申請に係る申請書又はその添付書類の内容に不備があり、訂正又は追加書類

の提出その他の補正を依頼したが、認定申請保護者が相当の期間内に応じなかった場合 

２ 市長は、認定申請を却下したときは、認定申請保護者に対し子育てのための施設等利用

給付認定申請却下通知書（様式第５号）によりその旨を通知する。 

 

（教育・保育給付認定に係るみなし認定） 

第７条 市長は、法第30条の５第７項の規定により教育・保育給付認定保護者（法第20条第

４項に規定する教育・保育給付認定保護者をいう。以下同じ。）が給付認定を受けたものと

みなされるときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、子育てのための施設等利用給

付みなし認定通知書（様式第６号）によりその旨を通知する。ただし、当該教育・保育給付

認定保護者が当該給付認定に伴う給付を受けないことが明らかな場合その他の通知を要し

ないと認められる場合はこの限りでない。 



 

（みなし認定に係る調査） 

第８条 市長は、前条の給付認定（以下「みなし認定」という。）に係る教育・保育給付認定

保護者（以下「みなし認定保護者」という。）が法第30条の２の規定により当該みなし認定

に係る子育てのための施設等利用給付（以下「給付」という。）を受けようとするときその

他必要と認めるときは、給付を受ける資格の継続を確認するため、法第30条の３で準用す

る法第14条第１項の規定により、当該みなし認定保護者に対し、必要に応じて子育てのた

めの施設等利用給付にかかる届出書（様式第７号）の提出による現況の報告（以下「現況

報告」という。）を求めることができる。 

２ 前項の現況報告は、子育てのための施設等利用給付認定（保育認定）申請書・現況届（様

式第３号）によることもできるものとする。 

３ 市長は、現況報告により、当該みなし認定に係る小学校就学前子どもが法第30条の４各

号のいずれかに該当することその他当該みなし認定保護者が当該みなし認定を受ける資格

を有することを確認できなかった場合は、当該みなし認定を取り消すことができる。 

４ 市長は、前項の規定によりみなし認定を取り消した場合は、当該みなし認定保護者に対

し、子育てのための施設等利用給付みなし認定取消通知書（様式第８号）によりその旨を

通知する。 

 

（給付認定の変更） 

第９条 給付認定に係る保護者（前条第１項に規定するみなし認定保護者を含む。以下「認

定保護者」という。）は、法第30条の８第１項の規定により当該給付認定の変更の認定を申

請するときは、市長に対し、次の各号に定める申請書を提出しなければならない。 

（１） 第５条第１項第１号に係る認定子どもが同項第２号又は第３号に該当するものと

して当該給付認定の変更を申請する場合 子育てのための施設等利用給付認定（新２・

３号）申請書兼認定区分変更申請書（様式第２号） 

（２） 認定子どもが幼稚園等を利用している場合（前号に該当する場合を除く。） 異動

届兼認定変更申請書（幼稚園・認定こども園）（様式第９号） 

（３） 認定子どもが幼稚園等以外の特定子ども・子育て支援施設等を利用している場合 

異動届兼施設等利用給付認定変更申請書（様式第10号） 

２ 市長は、前項の申請により、当該認定保護者につき、必要があると認めるときは、当該

給付認定の変更を行う。 

３ 前項のほか、市長は、法の定めるところにより、必要があると認めるときは、職権によ

り、給付認定の変更を行うことができる。 

４ 市長は、前２項の規定により給付認定の変更を行ったときは、当該認定保護者に対し、

子育てのための施設等利用給付認定変更通知書（様式第11号）又は子育てのための施設等

利用給付みなし認定内容変更通知書（様式第12号）によりその旨を通知する。 

５ 認定保護者は、法第30条の６に規定する施設等利用給付認定の有効期間（以下「有効期

間」という。）内において、次に掲げる事項の変更が生じたときは、速やかに市長に対し、

異動届（認定子どもが幼稚園等を利用している場合にあっては、異動届兼認定変更申請書



（幼稚園・認定こども園）（様式第９号）、認定子どもが幼稚園等以外の特定子ども・子育

て支援施設等を利用している場合にあっては、異動届兼施設等利用給付認定変更申請書（様

式第10号））を提出しなければならない。 

（１） 施行規則第28条の12第１項第１号から第３号までに掲げる事項 

（２） 第２条第１項各号の申請書及びその添付書類に記載した事項（本項の規定により

届出をした事項にあっては、直近の当該届出に記載した事項）（前号に掲げる事項又は市

長が認める軽微な事項を除く。） 

（３） その他市長が必要と認める事項 

 

（取消し） 

第10条 市長は、認定保護者が、法第30条の９第１項各号に定める場合のほか、次の各号の

いずれかに該当するときは、当該給付認定を取り消すことができる。 

（１） 認定保護者から給付認定の取消しの申し出があったとき 

（２） 法第30条の４に定める支給要件を満たさなくなったとき 

２ 市長は、給付認定の取消しを行うときは、あらかじめ当該認定保護者に対し取消しの理

由について説明するとともに、その意見を聞かなければならない。ただし、行政手続法（平

成５年法律第88号）第２条第１項第４号に定める不利益処分に該当しない場合又は同法第

13条第２項各号に該当する場合を除く。 

３ 市長は、第１項の規定により給付認定の取消しを行ったときは、当該認定保護者に対し

子育てのための施設等利用給付認定取消通知書（様式第13号）又は子育てのための施設等

利用給付みなし認定取消通知書（様式第８号）によりその旨を通知する。 

４ 市長は、第１項の規定により給付認定の取消しを行うことができる場合において、当該

認定子どもの特定子ども・子育て支援施設等の利用状況に応じ、前条第３項の規定により、

当該給付認定の変更（当該給付認定の区分を第５条第１項第２号から同項第１号に変更す

る場合に限る。）として処理することができる。 

 

（更新申請等） 

第11条 認定保護者は、有効期間の満了後も引き続き給付認定を受けようとするときは、子

育てのための施設等利用給付認定更新申請書（様式第14号）を当該有効期間の満了日まで

に市長に提出しなければならない。ただし、やむを得ない事情があると市長が認める場合

については、この限りではない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があった場合において、有効期間の満了後も引き続き保

育を必要とする事由があると認めるときは、有効期間を更新し、子育てのための施設等利

用給付認定通知書（様式第４号）又は子育てのための施設等利用給付みなし認定通知書（更

新）（様式第15号）によりその旨を通知する。 

３ 第４条、第５条第１項及び第６条の規定は、第１項の規定による申請について準用する。 

 

（現況届） 

第12条 市長は、認定保護者（当該認定保護者に係る認定子どもが第５条第１項第２号又は



第３号に該当する場合に限る。）に対し、保育を必要とする事由の現況を確認するため、年

１回、現況届（様式第16号）及び保育が必要な事由を証明する書類（以下「現況届等」とい

う。）の提出を求めるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により現況届等の提出を求めたにもかかわらず、提出がない場合そ

の他保育を必要とする事由が確認できない場合は、第10条第１項第２号に該当するものと

して給付認定を取り消すことができる。 

 

（施行の細目） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、給付認定に関し必要な細目は、こども青少年局長が

定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年３月24日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行前に、給付認定の申請その他の手続（以下「申請等」という。）の便宜を

図るためにこども青少年局が特定子ども・子育て支援施設等に提供した申請等の様式につ

いては、この要綱の規定にかかわらず、当分の間なお使用することができるものとする。 

 

 



(様式第１号)

大阪市記入欄　    園記入欄 　No.

　　　　　　　　　　 (施設型給付以外の幼稚園用）

次のとおり、子育てのための施設等利用給付にかかる新１号認定及び副食費補足給付認定を申請します。

　　 　   年　  　　 月　　   　日

認定
状況

～ 

市民税の
課税状況

※　上記保護者を、認定通知及び子育てのための施設等利用給付の対象となる保護者とします。

　　　　 　   年　  　　 月　　   　日

氏名
こどもとの

続柄
年齢 ※ 生年月日

－

－

－

　世帯構成

　　就　学　前

　　そ　の　他　（　　　　   　　年 　   　　　月　  　  　　日まで）

性別 勤務先名／通学先名等

携帯（母）

□上記と同じ　　　　　　　　□海外

□大阪市内の他の住所 (　  　　　　　　　　　)区

□大阪市以外 (　　　　　　　　　　)市・区・町・村

現住所

　　　　　       　  　年 　　   　　月　　    　　日

施設名

所在地

利用(予定)

開始日

利用

（予定）

施設

受　付

自　　宅

携帯（父）

　　年1月1日

現在の住所

　どちらかにレ点をいれてください。

 子育てのための施設等利用給付認定（新1号）申請書

兼　認定区分変更申請書

　大　　 阪　 　市　 　長

（あて先）

　

□　　新　　　規

□　　認定区分変更
※新2･3号から新1号へ切り替える方は

　　こちらにチェックをしてください。 電　話

(優先的に使う連絡先

を○で囲んでください)

男・女   　・    ・　　
　　　　　　　　　　　　

本人

区分

申請に係る

こども

※　　　年４月１日現在の年齢を記載してください。　

－

－

－

認

　

定

　

保

　

護

　

者

※

　（　　　　　　　　　　）方

フ リ ガ ナ

氏　名

　　年４月1日

現在の住所

（予定を含む）

□上記と同じ　　　　　　　　□海外

□大阪市内の他の住所 (　  　　　　　　　)区

□大阪市以外 (　　　　　　　　　)市・区・町・村

認定を希望する期間

□課税
□非課税

□課税
□非課税

該当有無

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児クラス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児） □課税
□非課税

男・女     　・ 　 ・　　

(フリガナ)

(フリガナ)

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

    　・ 　 ・　　

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児クラス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児） □課税
□非課税

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

世

帯

分

離

や

単

身

赴

任

を

し

て

い

る

人

も

含

む

世

帯

構

成

員

男・女
□課税
□非課税

男・女

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児クラス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

    　・ 　 ・　　

(フリガナ)

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児クラス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(フリガナ)

男・女
□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

    　・ 　 ・　　

(フリガナ)

男・女     　・ 　 ・　　

～ 満３  ・ ３　・ ４　・ ５ 歳児

(フリガナ)

ひとり親世帯 無　・　有 在宅障がい者 無　・　有 生活保護 　無 　・　　申請中　　・　　適用中

　　年1月以降の保護者の扶養関係の変化

※該当の有無に○
無　　　･　　　有　　（　　□ 婚姻　　　□ 離婚　　　□ その他　　）　　　

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児クラス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

（

）



(様式第２号)

大阪市記入欄　
認定
状況

次のとおり、子育てのための施設等利用給付にかかる認定（新２・３号）及び副食費補足給付認定を申請します。

就　学　前

その他（〇〇 　　   　年 　   　　月　  　  　日まで）

該当有無

　　　年1月以降の保護者の扶養関係の変化

※該当の有無に○
無　　　･　　　有　　（　　□ 婚姻　　　□ 離婚　　　□ その他　　）　　　

～

    　・ 　 ・　　

無　・　有 在宅障がい者

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

    　・ 　 ・　　

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生活保護

男・女

(フリガナ)

ひとり親世帯 無 　・　　申請中　　・　　適用中　

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児ｸﾗｽ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

(フリガナ)

男・女     　・ 　 ・　　

□課税
□非課税

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

無　・　有

□課税
□非課税

男・女

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児ｸﾗｽ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

続柄

保育が必要な理由（保護者ごとに該当する項目に○をつけてください）

 保育が必要な理由 （具体的に記入してください。）

１　就労　　　　　　２　妊娠・出産　　　３　疾病・障がい　　　４　介護・看護　　　５　災害復旧

６　求職活動　　　　７　就学　　　　　　８　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

続柄

１　就労　　　　　　２　妊娠・出産　　　３　疾病・障がい　　　４　介護・看護　　　５　災害復旧

６　求職活動　　　　７　就学　　　　　　８　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

本市記入欄

（あて先）

世帯構成 ※〇〇　年４月１日現在の年齢を記入してください。　

電　話

(優先的に使う連絡先

を○で囲んでください)

自　　宅

携帯（父）

携帯（母）

どちらかにレ点をいれてください。

認定を希望する期間

－

－

－

（※私学助成幼稚園に入園又は在園し、新２・３号の要件に該当しない場合、新１号として認定されることに同意します。）

       　年 　　 　月　　  　　日

□上記と同じ　　　　　　　□海外

□大阪市内の他の住所（　　　　　　　　　　）区

□大阪市以外（　　　　　　 　　）市・区・町・村

－

－

－

□上記と同じ　　　　　　　□海外

□大阪市内の他の住所（　　　　　　　　　　　　　）区

□大阪市以外（　　　　　　　　　　 　　　）市・区・町・村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共通）

□課税
□非課税

現住所

　□　　新　　　　　規

(フリガナ)

男・女     　・ 　 ・　　

　年1月1日

現在の住所

　年４月1日

現在の住所

（予定を含む）

利用

(予定)

施設

世

帯

分

離

や

単

身

赴

任

を

し

て

い

る

人

も

含

む

世

帯

構

成

員

　No.

□課税
□非課税

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児ｸﾗｽ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

　園記入欄 満３　・　３ ・ 　４ 　・ ５ 歳児

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児クラス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

勤務先名／通学先名等

□課税
□非課税

  子育てのための施設等利用給付認定（新2・3号）申請書

兼　認定区分変更申請書

氏名 性別

受　付

区分

（勤務先名／通学先名）　　　　　　　　　　　　　　　　(小学校　　年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幼稚園　　歳児ｸﾗｽ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・その他　　歳児）

申請に係る

こども

～ 

(フリガナ)

(フリガナ)

大　　 阪　 　市　 　長

男・女

(フリガナ)

市民税の
課税状況

認

　

定

　

保

　

護

　

者

※

　　　　　　（　　　　　　　　　　）方

フ リ ガ ナ

氏　名

　　　　　　　　　　　　

男・女     　・ 　 ・　　

  　・    ・　　本人

施設名

所在地

利用(予定)開始日

※　上記保護者を、認定通知及び子育てのための施設等利用給付の対象となる保護者とします。

　　 　   年　  　　 月　　   　日

　□　　認定区分変更

※新1号から新2･3号へ切り替える方は

　 こちらにチェックしてください。

こどもとの

続柄
年齢 ※ 生年月日

（

）



(様式第３号)

年 月 日

ー

※　上記保護者を認定保護者（認定通知及び子育てのための施設等利用給付の対象となる保護者）とします。

月

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

～

■　世帯構成

年齢※区分

施設名

所在地

住所地市町村

　.　.　時点 　.　.　時点

　□　大阪市

　□　その他

　　（　　　　　　　）

申請にかかる

子ども

該当　・　非該当

　□　同居

　□　別居

（　　　　　　　　）

現住所

■　どちらかにレ点を記入 市

内

在

住

の

保

護

者

※

〒

利用（予定）

施設
利用（予定）

開始日

■　子育てのための施設等利用給付にかかる認定（保育認定）について、次のとおり申請し、現況を届け出ます。

本人

　□　同居

　□　別居

（　　　　　　　　）

　□　同居

　□　別居

（　　　　　　　　）

日

フリガナ

氏名

年 月

連絡先
優先的に使う

連絡先から順に

記載してください

　□　同居

　□　別居

（　　　　　　　　）

　□　同居

　□　別居

（　　　　　　　　）

男　・　女

１　就労　　２　妊娠・出産　（ 出産予定日：　　　年　　　月　　　日 ）　　３　疾病・障がい

４　介護・看護　　５　災害復旧　　６　求職活動　（ 現在求職活動中 ・ 利用後に求職活動を行う ）

７　就学　　８　その他（　　　　　）　　９　不在　（ 死別 ・ 離婚 ・ 未婚 ・ その他 ）

１　就労　　２　妊娠・出産　（ 出産予定日：　　　年　　　月　　　日 ）　　３　疾病・障がい

４　介護・看護　　５　災害復旧　　６　求職活動　（ 現在求職活動中 ・ 利用後に求職活動を行う ）

７　就学　　８　その他（　　　　　）　　９　不在　（ 死別 ・ 離婚 ・ 未婚 ・ その他 ）

■　保育が必要な理由（保護者ごとに該当する項目に○をつけてください）

（

世

帯

分

離

や

単

身

赴

任

を

し

て

い

る

人

も

含

む

）

世

帯

構

成

員

続柄

続柄

（　フリガナ　）

（　フリガナ　）

男　・　女

世帯 被保護世帯 該当　・　非該当

男　・　女

日

子どもとの続柄 電話番号

生年月日
同居／別居

別居の場合は住所所在地の

市町村名をご記入ください

その他（ 日 まで）

性別

月

年

【 認 可 外 保 育 施 設 等 用 】

保 健 福 祉 セ ン タ ー 所 長

認定を希望する期間

□ 認定申請書

□

就学前まで

年

受付

児 童 氏 名

認 定 通 知 番 号

（　　　　　　年度用）

※　以前に保育所・認定こども園・

地域型保育事業の利用申込をし

て「子どものための教育・保育給付

認定」（有効期間内）を受けてい

る方はこちらにチェックしてください。

現況届

（あて先） 大 阪 市 長

　.　.　時点 　.　.　時点

　□　大阪市

　□　その他

　　（　　　　　　　）

　□　大阪市

　□　その他

　　（　　　　　　）

　□　大阪市

　□　その他

　　（　　　　　　）

子育てのための施設等利用給付
認定（保育認定）申請書・現況届

ひとり親世帯

（　フリガナ　）

子どもとの

続柄
氏名

男　・　女

（　フリガナ　）

（　フリガナ　）

（　フリガナ　）

男　・　女

男　・　女

※ 年（西暦 年）４月１日現在の年齢を記載してください。



（様式第４号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付認定通知書 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付について、次のとおり認定しましたので、通知します。 

 

認定番号  

認定子ども 

ｶﾅｼﾒｲ  

氏名  

生年月日  

認定保護者 

住所  

氏名  

生年月日  

認定区分  

保育の必要性の事由  

認定の有効期間  

注１ 認定の有効期間内であっても、保護者の就労状況等の変化や課税状況により認定を変更し、又は取

り消すことがあります。 

注２ 認定の内容に変更が生じた場合は、所定の様式により速やかに変更事項を届け出てください。 

注３ この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対

して審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告とし

て処分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長と

なります。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



（様式第５号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付認定申請却下通知書 

 

様 

 

大阪市長          

 

  年  月  日に受理しました子育てのための施設等利用給付認定申請に

ついて、次の理由により資格が認められませんので、その旨通知します。 

 

申請子ども 

ｶﾅｼﾒｲ  

氏名  

生年月日  

申請保護者 
住所  

氏名  

申請区分  

却下理由  

 

注 この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対し

て審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告として処

分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長となりま

す。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁

決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴え

を提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



（様式第６号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付みなし認定通知書 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付について、子ども・子育て支援法第 30 条の５第７項

の規定に基づき、次のとおり認定を受けたものとみなされますので、通知します。 

 

認定番号  

認定子ども 

ｶﾅｼﾒｲ  

氏名  

生年月日  

認定保護者 
住所  

氏名  

認定区分  

保育の必要性の事由  

認定の有効期間  

注１ 認定の有効期間内であっても、保護者の就労状況等の変化や課税状況によりみなし認定の内容が変

更され、又は認定のみなしがなされなくなることがあります。 

注２ 認定の内容に変更が生じた場合は、所定の様式により速やかに変更事項を届け出てください。 

 



(様式第７号)

①

②

施設等利用給付の対象子ども

※　　　　　年4月1日現在の満年齢を記載してください。

給付対象となる認可外保育施設等の利用予定

保育施設・事業（保育所・認定こども園・地域型保育事業）利用申込時から保育事由等に変更がある場合は、以下についても記載してください。

勤務先の変更について届出を

行う場合は、就労証明書が必

要となります。
電 話 電 話

そ の 他

勤 務 先 名 称 勤 務 先 名 称
勤 務 先 （ ※ ）

所 在 地 所 在 地

災 害 復 旧 求 職 活 動

就 学 就 学

そ の 他　（　　　　　     　　　　　） そ の 他　（　　　　　     　　　　　）

就 労 妊 娠 ・ 出 産

出産(予定)日：　　年　 月　 日
保育事由の変更について届出

を行う場合は、変更事由に応

じた添付書類（就労証明書

等）が必要となります。

疾病・障がい 介 護 ・ 看 護

保 育 事 由 （ ※ ） 就 労

疾病・障がい 介 護 ・ 看 護

災 害 復 旧 求 職 活 動

保 護 者 氏 名

保 護 者 住 所

父 母

利用施設所在地

旧 新

子 ど も の 氏 名

－

　　　　　　　　　　　　

利用施設名 利用開始日 　　 　   年　  　　 月　　   　日

施設等利用給付

の対象子ども

氏名 年齢 ※1 生年月日 支給認定番号 ※2

(フリガナ)

  　・    ・　　

　

保

護

者

※

現住所

　　　　受　付

児 童 氏 名

認定通知番号

子どもとの続柄

（　　　　　　　　）

（あて先）

大　　 阪　 　市　 　長

保健福祉センター所長          年 　　 月　　  日

－ －

　（　　　　　　　　　　）方

フ リ ガ ナ

氏　名

電　話

(優先的に使う連絡先か

ら順に記載してください)

子育てのための施設等利用給付にかかる届出書

（　　　　　　　　） －



（様式第８号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付みなし認定取消通知書 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付認定について、子ども・子育て支援法第 30 条の９の

規定に基づき、次のとおりみなし認定（当初の認定がみなし認定であったものを含む。）

を取り消しましたので、通知します。 

認定番号  

認定子どもの氏名  

認定保護者の氏名  

認定区分  

認定の有効期間  

取消年月日  

取消理由 

 

 

 

 

注 この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対

して審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告とし

て処分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長と

なります。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 



(様式第９号) 

 

異動届  兼  認定変更申請書（幼稚園・認定こども園） 
 

年  月  日 

（あて先） 

  大 阪 市 長 

 

 

 

 

 

 
 

次のとおり、届け出ます。 

認定変更事由発生日 施設名 子どもの氏名 子どもの生年月日 

年  月  日 

 フリガナ 

年  月  日  

下記の変更により、施設等利用給付認定内容の変更を申請します。 

あてはまる箇所の□にレ点を入れ、必要事項を記入してください（こども１人につき、１枚の記入が必要です。）。 

届  出  事  由 

１ 

□ 市外転出 転出先市町村                                     

転出届出日               年     月     日 

転居日                 年     月     日 

施設退園の有無    有(転居に伴い退園する)  ・  無(転居後も引き続き利用する)  
※引き続き施設を利用する場合は転出先の市町村において認定の手続きを行ってください。 

２ 

□ 退  園 退園[予定]年月日         年     月     日 

退園後の利用施設   無   ・   有 

上記が有の場合    利用開始(予定)日      年    月    日 

利用(予定)施設名                        

□ 入  園 
(既に大阪市で認定をお持ちの場

合に) 

入園[予定]年月日         年     月     日 

入園前施設情報 

退園日            年     月     日 

利用施設名                                    

３ 

 旧（変更前） 新（変更後） 

□ こどもの氏名   

□ 保護者の氏名   

 理 由 婚姻 ・ 離婚 ・ 死亡 ・ 認定保護者の変更 ・ その他（            ） 

□ 住  所   

新

１

号

認

定

者

は

記

入

不

要 

□ 保育事由の 

変更・消滅 

続柄：子どもの(    ) 

□就労      □妊娠・出産 
出産(予定)日：   年   月   日 

□疾病・障がい  □介護・看護 

□災害復旧    □求職活動 

□就  学 

□その他（           ） 

 

□就労      □妊娠・出産 
出産(予定)日：   年   月   日 

□疾病・障がい  □介護・看護 

□災害復旧    □求職活動 

□就  学 

□その他（           ） 

□保育事由の消滅 
 理由（                ） 

□ 勤務先の変更 
 

続柄：子どもの(    ) 

勤務先名称 

(                 ) 

勤務先名称 

（              ） 
※新たな勤務先の就労証明書が必要です。 

４ □ そ の 他 
  

記載事項については、施設等利用給付に関することに使用させていただきます。 

保育事由の変更の場合、変更後の事由に応じた添付書類が必要です。必要な書類は、裏面を参照してください。 

 

認

定

保

護

者 

住所  

氏名  

電話番号  



（様式第10号）

（あて先）

次のとおり、届け出ます。

あてはまるものにチェックを入れ、必要事項を記入してください。

記載事項については、施設等利用給付に関することに使用させていただきます。

　　　　　年 　　月 　　日

疾 病 ・ 障 が い 介 護 ・ 看 護

旧

出産(予定)日：　　年　　月　　日

疾 病 ・ 障 が い

就 労

電 話 電 話

勤 務 先 （ ※ ）

3

2

住 所

災 害 復 旧 求 職 活 動

就 学

保 育 事 由 （ ※ ）

そ の 他 （ ）

幼稚園・認定こども園・認可保育所・小規模保育事業所に入所

<退所（利用終了）後について>

所 在 地 所 在 地

そ の 他 （ ）

勤 務 先 名 称 勤 務 先 名 称

 認定変更事由発生日

（２について変更の届出を行う場合は、必ず□にチェックを入れてください）

上記の変更により、施設等利用給付認定の変更を申請します。

そ の 他

子 ど も の 氏 名

保 護 者 氏 名

※の変更について届出を行
う場合は、変更事由に応じ
た添付書類（勤務（内定）証
明書等）が必要となります。

しなくなった事由

育 児 休 業 就 学 育 児 休 業

災 害 復 旧

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

介 護 ・ 看 護

求 職 活 動

妊 娠 ・ 出 産

出産(予定)日：　　年　　月　　日

別の認可外保育施設へ入所、一時預かり事業等を利用

施設名（　　　　　　　　　　  　　  　　　　　　　　　）　入所[予定]年月日　　　　　年　　　月　　　日

施設名（　　　　　　　　　　  　　  　　　　　　　　　）

妊 娠 ・ 出 産就 労

新

保 育 事 由 消 滅 年 月 日

退所（利用終了）[予定]年月日

　　　　年　　　　月　　　　日

現在利用中の施設を利用 　　　　年　　　　月　　　　日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

大阪市長

異動届兼施設等利用給付認定変更申請書

保
護
者

住　所

氏　名

電話番号

子どもとの続柄

※電話番号は昼間につながる番号を記載してください。

生　年　月　日

届　　　　　出　　　　　事　　　　　由

続柄：子どもの（　　　　　　　）

続柄：子どもの（　　　　　　　）

備　　　　　　　考利　用　施　設　名子 ど も の 氏 名

1

市外転出 転 出 年 月 日 　　　　年　　　　月　　　　日

保育事由の消滅



（様式第 11号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付認定変更通知書 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付について、次のとおり認定変更しましたので、通知し

ます。 

 

認定番号  

認定子ども 

ｶﾅｼﾒｲ  

氏名  

生年月日  

認定保護者 

住所  

氏名  

生年月日  

認定区分  

保育の必要性の事由  

認定の有効期間  

注１ 認定の有効期間内であっても、保護者の就労状況等の変化や課税状況により認定を変更し、又は取

り消すことがあります。 

注２ 認定の内容に変更が生じた場合は、所定の様式により速やかに変更事項を届け出てください。 

注３ この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対

して審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告とし

て処分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長と

なります。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



（様式第 12 号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付みなし認定内容変更通知書 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付について、次のとおりみなし認定（当初の認定がみな

し認定であったものを含む。）の内容を変更したうえで認定をしましたので、通知しま

す。 

 

認定番号  

認定子ども 

ｶﾅｼﾒｲ  

氏名  

生年月日  

認定保護者 

住所  

氏名  

生年月日  

認定区分  

保育の必要性の事由  

認定の有効期間  

注１ 認定の有効期間内であっても、保護者の就労状況等の変化や課税状況により認定を変更し、又は取

り消すことがあります。 

注２ 認定の内容に変更が生じた場合は、所定の様式により速やかに変更事項を届け出てください。 

注３ この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対

して審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告とし

て処分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長と

なります。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



（様式第 13号） 

 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付認定取消通知書 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付認定について、子ども・子育て支援法第 30 条の９の

規定に基づき、次のとおり施設等利用給付認定を取り消しましたので、通知します。 

 

認定番号  

認定子どもの氏名  

認定保護者の氏名  

認定区分  

認定の有効期間  

取消年月日  

取消理由 

 

 

 

 

注 この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対

して審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告とし

て処分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長と

なります。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



（様式第14号）

- -

子育てのための施設等利用給付にかかる認定（保育認定）の更新を次のとおり申請します。

　　　　 　   年　  　　 月　　   　日

区分

就　学　前

その他（　　 　　   　年 　   　　月　  　  　日まで）
保育を希望する期間 ～ 

勤務先／通学先等

（続柄）

氏　名

フリガナ

子育てのための施設等利用給付

認定更新申請書

       年 　　 月　　  日

（あて先）

現住所

大　　 阪　 　市　 　長

電　話

保

護

者

（昼間連絡先）

生活保護適用

市民税の
課税の有無子

ど
も

子
ど
も
の
世
帯
員

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

（所在地）

有　・　無

　氏名

　続柄　　　性別　　　　生年月日　　　　年齢

ひとり親世帯 有　・　無

勤

務

地

（続柄）

（続柄）

子
ど
も
の
家
族
状
況

　理由（具体的に記入してください。）

　１　就労　　　　　　２　妊娠・出産　　　３　疾病・障がい

　４　介護・看護　　　５　災害復旧　　　　６　求職活動

　７　就学　　　　　　８　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　１　就労　　　　　　２　妊娠・出産　　　３　疾病・障がい

　４　介護・看護　　　５　災害復旧　　　　６　求職活動

　７　就学　　　　　　８　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

保育が必要な理由（保護者ごとに該当する項目に○をつけてください）

（続柄）

（続柄）

（氏名）

（所在地）

（氏名）



（様式第 15 号） 

第     号  

  年  月  日  

 

子育てのための施設等利用給付みなし認定通知書（更新） 

 

          様 

 

大阪市長          

 

子育てのための施設等利用給付について、次のとおり認定を更新しましたので、通知

します。 

 

認定番号  

認定子ども 

ｶﾅｼﾒｲ  

氏名  

生年月日  

認定保護者 
住所  

氏名  

認定区分  

保育の必要性の事由  

認定の有効期間  

注１ 認定の有効期間内であっても、保護者の就労状況等の変化や課税状況により認定を変更し、又は取

り消すことがあります。 

注２ 認定の内容に変更が生じた場合は、所定の様式により速やかに変更事項を届け出てください。 

注３ この処分に不服のある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪市長に対

して審査請求をすること及びこの通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大阪市を被告とし

て処分の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟において大阪市を代表する者は、大阪市長と

なります。） 

なお、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 



年齢（ 現在.04.01 )

現 況 届

（あて先） 現 住 所

氏 名

電 話

　施設等利用給付認定保護者、施設等利用給付認定子ども及びその子どもの属する世帯の状況について、下記のと

施設・事業者名

児 童 氏 名

フ リ ガ ナ

保

護

者

区 分
氏 名

続柄 性 別 生年月日

勤務先／通学先等
市民税の

子

ど

も

の

家

族

状

況

子

ど

も

の

世

帯

員

フリガナ( )

本人

有・無

（注）太枠の中の未記入箇所は必ず記入してください。印刷内容に追加、変更がある場合は余白に訂正内容を明記してください。

有・無

有・無

有・無

有・無

受 付

　　年　　月　　日

課税の有無
子
ど
も

認 定 番 号

おり現況を届けます。

（続柄）

（続柄）

ひ と り 親 世 帯

昼間連絡先( ) 続柄( )

有・無生 活 保 護 適 用

　□　変更なし　　□　変更あり

勤務先の変更6氏名の変更5

※上記 及び の変更の場合は『異動届兼認定変更申請書（添付書類を含む）』の提出が必要です。3,4 6

（１）前回提出された内容の変更の有無についてチェックしてください。また、変更ありの場合は該当する項目すべてに〇をつけて

その他7

（３）上記（１）の『 　保育が必要な理由の変更』の有無にかかわらず、下記の（イ）現在の保育が必要な理由に保護者ごとに該当4

　する項目に〇をつけてください。また、保育が必要な理由を証明する書類を添付してください。

（ア）前回提出された保育が必要な理由 （イ）現在の保育が必要な理由

１　就労

４　介護・看護

７　就学

６　求職活動

３　疾病・障がい

５　災害復旧

２　妊娠・出産

８　その他（　　　　　　　）

１　就労

４　介護・看護

７　就学

６　求職活動

３　疾病・障がい

５　災害復旧

２　妊娠・出産

８　その他（　　　　　　　）

（勤務先／通学先名）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（勤務先／通学先名）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 ）

（勤務先／通学先名）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（勤務先／通学先名）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（勤務先／通学先名）

□同居

□別居（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（続柄）

（続柄）

大 阪 市 長

有・無

世帯員の増減2 保護者の変更3 保育が必要な理由の変更4

　ください。

　 住所の変更1

（２）育児休業の取得の有無（現在取得しているもの又は過去１年以内に取得していたもの）についてチェックしてください。

　また、ありの場合は育児休業期間を記入してください。

　□　なし　　□　あり　　育児休業期間：　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

（様式第16号）


